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資料３

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

1 特民 検査･検定 日本消防検定協会 6,981 1,387 5,594 1,991

2 特民 検査･検定 危険物保安技術協会 3,336 337 2,999 1,021

3 特民 検査･検定 高圧ガス保安協会 8,119 4,080 4,039 4,669

4 特民 検査･検定 日本電気計器検定所 22,970 4,323 18,647 6,394

5 特民 検査･検定 軽自動車検査協会 68,057 7,613 60,443 16,516

6 特民 検査･検定 日本小型船舶検査機構 10,290 1,883 8,407 2,683

7 特民 災害防止 建設業労働災害防止協会 2,814 555 2,259 4,202

8 特民 災害防止 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 244 195 49 2,015

9 特民 災害防止 林業・木材製造業労働災害防止協会 354 136 218 1,191

10 特民 災害防止 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 663 311 352 726

11 特民 災害防止 鉱業労働災害防止協会 148 26 122 132

12 特民 災害防止 中央労働災害防止協会 6,683 5,517 1,166 7,416

13 特民 士業団体 日本公認会計士協会 14,276 2,546 11,730 6,627

14 特民 士業団体 日本行政書士会連合会 888 455 433 651

15 特民 士業団体 日本司法書士会連合会 4,572 707 3,865 2,088

16 特民 士業団体 日本土地家屋調査士会連合会 644 23 621 652

17 特民 士業団体 日本税理士会連合会 6,657 1,338 5,319 1,951

18 特民 士業団体 全国社会保険労務士会連合会 4,319 2,873 1,446 4,006

19 特民 士業団体 日本弁理士会 6,450 432 6,018 2,140

20 特民 士業団体 日本水先人会連合会 2,059 470 1,589 1,433

21 特民 年・保・共 消防団員等公務災害補償等共済基金 62,433 62,433 0 40,865

22 特民 年・保・共 企業年金連合会 9,931,828 11,160,385 △ 1,228,557 370,412

23 特民 年・保・共 石炭鉱業年金基金 15,954 10,759 5,195 242

24 特民 年・保・共 漁船保険中央会 56,246 16,836 39,410 54,945

25 特民 年・保・共 全国漁業共済組合連合会 69,591 64,074 5,518 33,197

26 特民 事業者 全国農業会議所 20,249 259 19,989 6,914

27 特民 事業者 全国農業協同組合中央会 33,229 3,594 29,635 5,438

28 特民 事業者 日本商工会議所 14,554 2,189 12,365 17,305

29 特民 事業者 全国商工会連合会 4,287 4,013 274 11,786

30 特民 事業者 全国中小企業団体中央会 6,738 631 6,107 3,758

31 特民 投資育成 東京中小企業投資育成株式会社 66,271 6,102 60,169 3,431

32 特民 投資育成 名古屋中小企業投資育成株式会社 23,573 2,074 21,499 1,314

33 特民 投資育成 大阪中小企業投資育成株式会社 39,903 2,527 37,376 3,106

34 特民 その他 自動車安全運転センタ― 25,903 3,459 22,444 6,298

35 特民 その他 社会保険診療報酬支払基金 1,543,233 1,433,202 110,030 21,640,524

36 特民 その他 中央職業能力開発協会 200,878 199,863 1,015 26,644

37 特民 その他 農林中央金庫 71,719,196 66,898,765 4,820,430 934,933

84,004,590 79,906,372 4,098,215 23,229,616

38 特別 災害防止 船員災害防止協会 70 27 43 162

39 特別 年・保・共 生命保険契約者保護機構 56,239 56,224 15 40,015

40 特別 年・保・共 健康保険組合連合会 56,522 6,604 49,918 124,334

41 特別 年・保・共 国民年金基金連合会 2,461,583 2,462,408 △824 190,285

42 特別 事業者 日本証券業協会 36,665 5,239 31,426 8,668

43 特別 事業者 日本貸金業協会 4,441 776 3,665 2,108

44 特別 事業者 全国土地改良事業団体連合会 40,167 10,765 29,402 22,025

45 特別 事業者 全国食肉業務用卸協同組合連合会 319 152 166 166

46 特別 事業者 日本商品先物取引協会 683 203 481 368

47 特別 事業者 全国石油商業組合連合会 454 58 396 3,112

48 特別 その他 損害保険料率算出機構 14,806 13,499 1,308 24,158

49 特別 その他 原子力発電環境整備機構 902,814 902,814 0 59,361

3,574,763 3,458,769 116,820 474,762

87,579,353 83,365,141 4,215,035 23,704,378

６ 「年間収入額」欄には、損益計算書若しくは正味財産計算書の収益又は収入支出計算書の収入から前年度からの繰越金や繰入金、
戻入のほか、基金、引当金・積立金等からの取崩し収入を除いた額を記載した。

３ 「資産額」欄には、原則として貸借対照表の資産の部における合計額（流動資産と固定資産の合計額）を記載した。

年間
収入額№ 区分 法人名

資産額 負債額
純資産額

(正味財産額)

① 「特民」：特別の法律により設立される民間法人（特別民間法人）、「特別」：特別の法律により設立される法人（特別法人）

② 「検査･検定」：検査･検定関係法人、「災害防止」：災害防止関係団体、「年・保・共」：年金・保険・共済関係法人、「事業
者」：事業者団体、「投資育成」：投資育成株式会社

（注）１ 当省の調査結果による。

計

計

合 計

特別民間法人等における資産額、負債額、純資産額又は正味財産額及び年間収入額（平成23年度）

２ 「区分」欄の略語は、それぞれ次のものを指す。

４ 「負債額」欄には、原則として貸借対照表の負債の部における流動負債と固定負債の合計額を記載した。

５ 「純資産額（正味財産額）」欄には、資産から負債を引いた額を記載した。なお、百万円未満を四捨五入しているため、資産から
負債を引いた額と「純資産額」が一致しない場合がある。
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資料４

（人） （年） （人） （年） （人） （年） （人） （年） （人） （人） （人）

1 特民 検査･検定 日本消防検定協会 9 2 3 2 1 2 1 2 × 0 2 2

2 特民 検査･検定 危険物保安技術協会 8 2 2 2 1 2 1 2 × 0 4 3

3 特民 検査･検定 高圧ガス保安協会 11 2 5 2 1 2 0 － × 1 2 2

4 特民 検査･検定 日本電気計器検定所 6 2 4 2 1 2 0 － × 1 1 1

5 特民 検査･検定 軽自動車検査協会 9 2 5 2 2 2 2 2 × 1 1 1

6 特民 検査･検定 日本小型船舶検査機構 6 2 3 2 1 2 1 2 × 1 1 1

7 特民 災害防止 建設業労働災害防止協会 70 2 0 － 3 2 0 － × 3 3 0

8 特民 災害防止 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 89 2 0 － 2 2 0 － × 2 0 0

9 特民 災害防止 林業・木材製造業労働災害防止協会 55 2 0 － 2 2 0 － × 2 0 0

10 特民 災害防止 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 63 2 0 － 3 2 0 － × 1 0 0

11 特民 災害防止 鉱業労働災害防止協会 25 2 0 － 2 2 0 － × 2 6 5

12 特民 災害防止 中央労働災害防止協会 107 2 3 2 2 2 0 － × 1 22 4

13 特民 士業団体 日本公認会計士協会 85 3 1 3 4 3 0 － ○ 1 1 0

14 特民 士業団体 日本行政書士会連合会 56 2 0 － 3 2 0 － ○ 2 2 0

15 特民 士業団体 日本司法書士会連合会 27 2 4 2 3 2 0 － × 0 0 0

16 特民 士業団体 日本土地家屋調査士会連合会 29 2 1 2 3 2 0 － × 0 1 1

17 特民 士業団体 日本税理士会連合会 117 2 0 － 16 2 0 － ○ 1 9 9

18 特民 士業団体 全国社会保険労務士会連合会 81 2 2 2 6 2 0 － ○ 1 1 1

19 特民 士業団体 日本弁理士会 74 ※１ 0 － 12 2 0 － ○ 2 5 5

20 特民 士業団体 日本水先人会連合会 25 2 3 2 3 2 1 2 ○ 2 1 1

21 特民 年・保・共 消防団員等公務災害補償等共済基金 7 2 1 2 1 2 1 2 × 1 1 1

22 特民 年・保・共 企業年金連合会 14 2 3 2 2 2 0 － × 0 1 0

23 特民 年・保・共 石炭鉱業年金基金 2 2 1 2 1 2 0 － × 0 0 0

24 特民 年・保・共 漁船保険中央会 17 3 3 3 3 3 0 － × 1 1 1

25 特民 年・保・共 全国漁業共済組合連合会 13 3 3 3 3 3 0 － × 1 1 1

26 特民 事業者 全国農業会議所 14 3 1 3 2 3 0 － × 0 3 0

27 特民 事業者 全国農業協同組合中央会 26 3 7 3 3 3 0 － × 1 0 0

28 特民 事業者 日本商工会議所 62 3 5 3 3 3 0 － × 0 2 2

29 特民 事業者 全国商工会連合会 22 3 2 3 3 3 0 － × 0 1 1

30 特民 事業者 全国中小企業団体中央会 57 2 2 2 3 2 0 － × 0 1 1

31 特民 投資育成 東京中小企業投資育成株式会社 6 1 5 1 3 4 1 4 × 2 2 1

32 特民 投資育成 名古屋中小企業投資育成株式会社 10 2 7 2 3 4 1 4 × 3 1 1

33 特民 投資育成 大阪中小企業投資育成株式会社 6 1 4 1 4 4 1 4 × 3 2 1

34 特民 その他 自動車安全運転センタ― 10 2 5 2 1 2 1 2 × 0 5 1

35 特民 その他 社会保険診療報酬支払基金 16 2 4 2 4 2 1 2 ○ 3 4 3

36 特民 その他 中央職業能力開発協会 138 2 2 2 1 2 0 － × 1 9 4

37 特民 その他 農林中央金庫 31 3 14 3 4 3 2 3 ○ 3 0 0

1,403 105 115 14 8 43 96 54

38 特別 災害防止 船員災害防止協会 51 2 2 2 2 2 0 － × 2 1 1

39 特別 年・保・共 生命保険契約者保護機構 5 2 0 － 1 2 0 － × 1 1 0

40 特別 年・保・共 健康保険組合連合会 74 2 5 2 4 2 1 2 ○ 1 3 3

41 特別 年・保・共 国民年金基金連合会 9 2 2 2 2 2 0 0 ○ 1 1 0

42 特別 事業者 日本証券業協会 11 ※２ 3 1 3 1 1 1 ○ 2 3 2

43 特別 事業者 日本貸金業協会 13 2 2 2 3 2 1 2 ○ 1 0 0

44 特別 事業者 全国土地改良事業団体連合会 19 4 2 4 3 4 0 － × 0 2 2

45 特別 事業者 全国食肉業務用卸協同組合連合会 16 2 0 － 2 2 0 － × 0 0 0

46 特別 事業者 日本商品先物取引協会 14 2 1 2 3 2 0 － ○ 3 3 3

47 特別 事業者 全国石油商業組合連合会 30 2 3 2 3 2 0 － ○ 1 2 1

48 特別 その他 損害保険料率算出機構 24 ※３ 8 2 3 ※４ 1 2 ○ 2 2 0

49 特別 その他 原子力発電環境整備機構 8 ※５ 5 ※５ 2 2 1 2 × 0 0 0

274 33 31 5 7 14 18 12

1,677 138 146 19 15 57 114 66

９ 「所管府省出身者」欄には、上記７．の公務員出身者数のうち、所管府省出身者の人数を記載した。

国家公務員出身者
監査役員

２ 「区分」欄の略語は、それぞれ以下のものを指す。

① 「特民」：特別の法律により設立される民間法人（特別民間法人）、「特別」：特別の法律により設立される法人（特別法人）

② 「検査･検定」：検査･検定関係法人、「災害防止」：災害防止関係団体、「年・保・共」：年金・保険・共済関係法人、「事業者」：事業者団体、「投資育成」：投資育
成株式会社

所管府省
出身者

３ 原則として平成24年12月１日時点の人数を記載した。

８ 「国家公務員出身者」欄には、役員全体の人数のうち、国家公務員出身者の人数を記載した。

外部の者

人数

特別民間法人等における役員の状況

※４ ２年。非常勤監事の一部は１年。

※５ 理事長、副理事長は４年。理事は２年。

計

人数
№ 区分 法人名

４ 「人数」欄には、常勤だけでなく、非常勤も含む総数を記載した。また、「任期」欄には、定められた任期（年数）を記載した。

５ 「常勤」欄の「人数」欄には、上記のうち常勤役員の総数を記載した。また、「任期」欄には、常勤役員について定められた任期（年数）を記載した。

６ 「外部の者」欄の「制度有無」欄には、法令や定款（会則）に監査役員に外部の者を登用する定めがある場合には「○」を、ない場合には「×」を記載し、「人数」欄に
は、監査役員に登用されている外部の者の人数を記載した。

７ 表中の※１～５は、次のとおり。

計

※３ ２年。非常勤理事の一部は１年。

監査役員を除く役員

常勤常勤

※２ １年。公益理事は２年。

合 計

※１ 会長の任期は、その選挙のあった年度の次年度の４月１日から２年。副会長の任期は、その選挙のあった年度の次年度の４月１日から１年。常議員及び監事の任期は、
その選挙のあった年度の次年度の４月１日から２年。執行理事の任期は、選任の日からその日の属する年度の末日までとする。

（注）１ 当省の調査結果による。

制度
有無

任期 人数 任期人数 任期 人数 任期
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資料５

俸給月額 特別調整 特別・期末 年額試算 俸給月額 特別調整 特別・期末 年額試算
（円） （率） （率） （円） （円） （率） （率） （円） （千円） （千円） （千円）

1 特民 検査･検定 日本消防検定協会 947,000 0.12 4.7023 17,180,758 － － － － 35,936 35,936 － 常勤 0.200

2 特民 検査･検定 危険物保安技術協会 945,000 0.18 4.7023 17,824,874 － － － － 48,119 48,119 － 常勤 0.200

3 特民 検査･検定 高圧ガス保安協会 1,091,000 0.18 4.4958 20,353,478 － － － － 88,513 84,444 4,069 常勤 0.280

4 特民 検査･検定 日本電気計器検定所 1,001,000 0.12 5.1008 18,559,341 － － － － 69,922 66,222 3,700 常勤 0.280

5 特民 検査･検定 軽自動車検査協会 982,000 0.18 4.9147 18,731,355 － － － － 107,309 107,309 － 常勤 0.250

6 特民 検査･検定 日本小型船舶検査機構 942,000 0.18 4.9147 17,968,367 － － － － 60,605 60,605 － 常勤 0.250

7 特民 災害防止 建設業労働災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 0 － － 常勤 0.125

8 特民 災害防止 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 12,575 11,775 800 常勤 0.125

9 特民 災害防止 林業・木材製造業労働災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 1,408 － 1,408 常勤 0.125

10 特民 災害防止 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 1,080 － 1,080 常勤 0.125

11 特民 災害防止 鉱業労働災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 120 － 120 無支給 －

12 特民 災害防止 中央労働災害防止協会 967,000 0.13 3.4529 16,451,474 － － － － 53,548 47,048 6,500 常勤 0.125

13 特民 士業団体 日本公認会計士協会 － － － － ※１ － － 25,000,000 68,153 35,151 33,002 常勤※13 0.800

14 特民 士業団体 日本行政書士会連合会 － － － － 350,000 － － 4,200,000 9,950 － 9,950 無支給 －

15 特民 士業団体 日本司法書士会連合会 － － － － 650,000 － － 7,800,000 55,840 43,720 12,120 全員 ※14

16 特民 士業団体 日本土地家屋調査士会連合会 － － － － 300,000 － － 3,600,000 34,619 8,839 25,780 全員 ※15

17 特民 士業団体 日本税理士会連合会 － － － － － － － 無報酬 0 － － 無支給 －

18 特民 士業団体 全国社会保険労務士会連合会 － － － － 500,000 － － － 24,276 24,276 － 全員 1.340

19 特民 士業団体 日本弁理士会 － － － － ※２ － － 10,000,000 4,200 － 4,200 非常勤 ※16

20 特民 士業団体 日本水先人会連合会 1,270,000 － 3.9500 20,256,500 － － － － 67,734 67,734 － 常勤 ※17

21 特民 年・保・共 消防団員等公務災害補償等共済基金 － － － － － － － 無報酬 31,037 30,863 174 常勤 0.200

22 特民 年・保・共 企業年金連合会 979,200 0.12 5.3399 18,389,278 － － － － 43,786 43,786 － 常勤 0.280

23 特民 年・保・共 石炭鉱業年金基金 － － － － － － － 無報酬 8,265 8,265 － 常勤 0.280

24 特民 年・保・共 漁船保険中央会 － － － － － － － ※３ 63,178 45,233 17,945 全員 ※18

25 特民 年・保・共 全国漁業共済組合連合会 － － － － 非公表※４ － － 非公表※４ 54,601 42,600 12,001 全員 ※19

26 特民 事業者 全国農業会議所 － － － － － － － ※５ 22,777 16,377 6,400 全員 ※20

27 特民 事業者 全国農業協同組合中央会 － － － ※３ － － － － 170,912 125,531 45,381 ※21 ※21

28 特民 事業者 日本商工会議所 － － － － － － － 無報酬 59,641 59,641 － 常勤 ※22

29 特民 事業者 全国商工会連合会 － － － － － － － 無報酬 29,300 29,300 － 全員 ※23

30 特民 事業者 全国中小企業団体中央会 － － － － － － － 無報酬 24,802 24,802 0 常勤 0.125

31 特民 投資育成 東京中小企業投資育成株式会社 － － － ※６ － － － － 135,005 119,405 15,600 － ※６

32 特民 投資育成 名古屋中小企業投資育成株式会社 － － － ※６ － － － － 96,037 90,133 5,904 － ※６

33 特民 投資育成 大阪中小企業投資育成株式会社 － － － ※６ － － － － 114,529 105,889 8,640 － ※６

34 特民 その他 自動車安全運転センタ― 912,000 0.18 4.9147 17,396,126 － － － － 89,872 89,872 － 常勤 0.125

35 特民 その他 社会保険診療報酬支払基金 938,000 0.18 4.9147 17,892,069 － － － － 81,335 75,926 5,409 常勤 0.125

36 特民 その他 中央職業能力開発協会 932,600 0.12 4.7023 16,919,509 － － － 無報酬 46,990 46,371 619 常勤 0.125

37 特民 その他 農林中央金庫 － － － ※７ － － － ※７ 442,000 442,000 － ※24 ※24

38 特別 災害防止 船員災害防止協会 － － － － － － － 無報酬 13,044 13,044 － 常勤 ※25

39 特別 年・保・共 生命保険契約者保護機構 － － － － 400,000 － － 4,800,000 4,800 － 4,800 無支給 －

40 特別 年・保・共 健康保険組合連合会 － － － － － － － 無報酬 49,843 42,330 7,513 全員 ※26

41 特別 年・保・共 国民年金基金連合会 984,000 0.18 4.9147 18,769,505 － － － － 34,231 33,331 900 常勤 0.280

42 特別 事業者 日本証券業協会 非公表※８ 非公表※８ 非公表※８ 非公表※８ － － － － 287,928※９ 273,228※９ 14,700 常勤 ※27

43 特別 事業者 日本貸金業協会 非公表※10 非公表※10 非公表※10 非公表※10 － － － － 65,747 52,747 13,000 常勤 ※28

44 特別 事業者 全国土地改良事業団体連合会 － － － － － － － 1,000,000 24,740 19,900 4,840 無支給 －

45 特別 事業者 全国食肉業務用卸協同組合連合会 － － － － － － － ※３ 0 － － 無支給 －

46 特別 事業者 日本商品先物取引協会 － － － － － － － ※11 19,343 15,113 4,230 － ※11

47 特別 事業者 全国石油商業組合連合会 － － － － 31,500 － － 378,000 24,252 23,874 378 常勤 0.125

48 特別 その他 損害保険料率算出機構 － － － － － － － 4,200,000 155,745 144,285 11,460 － ※29

49 特別 その他 原子力発電環境整備機構 非公表※12 非公表※12 非公表※12 非公表※12 － － － － 130百万円 130百万円 0 常勤 非公表※12

特別民間法人等における役員報酬等の状況（平成23年度）

※13 平成25年現在、無支給となっている。

４ 「役員退職金」欄について

② 表中の※10～23は、次のとおり。

※１ 年額2,500万円を超えない範囲内で理事会が定める額

※２ 年額1,000万円

※４ 全国漁業共済組合連合会に係る理事長等の役員報酬については、当該法人における情報公開との関係から調査への協力が得られなかった。

※６ 株主総会の決議により決定。

※５ 会長が別に定める（内規）。

※３ 総会・理事会の議決により決定。

② 「総支給額」欄には、平成23年度における支給対象役員全員に係る報酬の総額（俸給のほか諸手当、ボーナス等を含む全額。また、非常勤役員に日給を支給しているような場合は、そ
れらも計上。）を記載し、「常勤」欄、「非常勤」欄には、その内訳として、それぞれ常勤役員、非常勤役員に係る報酬の総額を記載した。

① 「対象」欄には、支給対象が常勤役員のみである場合には「常勤」、非常勤のみである場合には「非常勤」、両方である場合には「全員」、支給していない場合には「無支給」と記載
し、「支給率」欄には、支給基準に定められている退職金の支給率（「退職時の俸給等月額×在職期間（月数）」に乗じることとされている率）を記載した。

③ 表中の※１～９は、次のとおり。

ⅰ）「俸給月額」欄には、役員の報酬が月給で支給されている場合に、役員報酬規程等で定められている基本的な報酬の月額を記載した。

※10 日本貸金業協会に係る理事長等の役員報酬については、当該法人における情報公開との関係から調査への協力が得られなかった。

対象

※29 役員在任期間中の各年度ごとの役員退職慰労金基準額の合計額

※９ 執行役５名への支給額を含む。

※27 0.000～0.400

※12 原子力発電環境整備機構に係る理事長等の役員報酬（常勤）、役員退職金の支給率及び総支給額の百万円未満の数値については、当該法人における情報公開との関係から調査への
協力が得られなかった。

※24 役員の退職慰労金は、退職慰労金等支給規程に基づき相当額の範囲内で支給することを総代会で決定し、具体的金額については、理事会等で決定。

※21 「役員退職慰労金規程」に基づき算出し、総会議決により決定し支給。

※20 退任慰労金の支給額は、会長が別に定める（内規）。非常勤役員１名が報酬を辞退したため、実際の総支給額は、6,200千円である。

※25 役員報酬額に100分の180を乗して得た額にその者の在職年数を乗じて得た額に職務実績等を参考にして、会長がこれを定める。

※26 在職満４年を「1.5」とし、在職１年から４年未満までを「１」とする。

※28 理事会が他の公益法人及び団体等の実例を勘案したうえ、妥当な額を決定する。

※11 内部基準により金額を算出し、内部決裁で決定している。

※15 会長30万円、副会長15万 円、常任理事10万 円、次長５万５千円、理事５万円、監事３万５千円

※16 1,000万円－（70万円／月×12か月）

※17 在職年数１年を超え６年までの期間については、36／100以内、６年を超え10年までの期間については、12／100以内、10年を超えた期間については、６／100以内

※18 常勤役員については役員退職手当支給規程に、非常勤役員については非常勤役員退任慰労金支給規程に基づき算出し、総会の議決を経て支給。

※19 常勤役員については常勤役員退任慰労金支給規則に、非常勤役員については非常勤役員退任慰労金支給規則に基づき算出し、総会の議決を経て支給。

※14 会長50万円、副会長20万円、常任理事18万円、理事14万円、監事14万円

２ 「区分」欄の略語は、それぞれ以下のものを指す。

① 「特民」：特別の法律により設立される民間法人（特別民間法人）、「特別」：特別の法律により設立される法人（特別法人）

② 「検査･検定」：検査･検定関係法人、「災害防止」：災害防止関係団体、「年・保・共」：年金・保険・共済関係法人、「事業者」：事業者団体、「投資育成」：投資育成株式会社

３ 「役員報酬等」欄について、

① 「理事長等」欄について

ⅱ）「特別調整」欄には、地域手当など俸給の調整額が定められている場合に、その調整率を記載した。

ⅲ）「特別・期末」欄には、理事長等がいわゆる賞与の支給対象となっている場合に、役員報酬規程等で定められた賞与の算定方法を勘案した年間の支給率を記載した。

（例）算定式：｛（俸給月額＋調整手当月額）＋（俸給月額×0.25）＋（俸給月額＋調整手当月額）×0.2｝×支給割合
調整手当の調整率0.12、賞与の支給割合1.5で年２回支給の場合
→ ｛（１＋0.12）＋（１×0.25）＋（１＋0.12）×0.2｝×1.5×２（回） ＝ 「4.782」

ⅳ）「年額試算」欄の額の試算に当たっては、俸給月額、調整額及び賞与の合計とし、通勤手当等の諸手当は除いた。

※８ 日本証券業協会に係る理事長等の役員報酬については、当該法人における情報公開との関係から調査への協力が得られなかった。

※７ 総代会で役員報酬の総額を決定し、個々の報酬額については理事会等で決定。

支給率
常勤 非常勤

常勤 非常勤

（注）１ 当省の調査結果による。

※22  常勤役員については、「専務理事等に対する退職慰労金支給内規」により算出。

※23 総会の議決により定められた支給基準に基づき支給。

№ 区分 法人名

役員報酬等 役員退職金
理事長等の年間報酬額（試算額） 総支給額

－ 183 －



資料６

(人) （人） （人） （％）

1 特民 検査･検定 日本消防検定協会 102 102 － －

2 特民 検査･検定 危険物保安技術協会 40 39 1 2.50%

3 特民 検査･検定 高圧ガス保安協会 223 165 58 26.01%

4 特民 検査･検定 日本電気計器検定所 510 510 － －

5 特民 検査･検定 軽自動車検査協会 1,317 637 680 51.63%

6 特民 検査･検定 日本小型船舶検査機構 284 186 98 34.51%

7 特民 災害防止 建設業労働災害防止協会 266 265 1 0.38%

8 特民 災害防止 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 12 11 1 8.33%

9 特民 災害防止 林業・木材製造業労働災害防止協会 16 15 1 6.25%

10 特民 災害防止 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 21 20 1 4.76%

11 特民 災害防止 鉱業労働災害防止協会 10 8 2 20.00%

12 特民 災害防止 中央労働災害防止協会 382 354 28 7.33%

13 特民 士業団体 日本公認会計士協会 236 216 20 8.47%

14 特民 士業団体 日本行政書士会連合会 26 26 － －

15 特民 士業団体 日本司法書士会連合会 33 33 － －

16 特民 士業団体 日本土地家屋調査士会連合会 19 19 － －

17 特民 士業団体 日本税理士会連合会 42 42 － －

18 特民 士業団体 全国社会保険労務士会連合会 41 41 － －

19 特民 士業団体 日本弁理士会 64 62 2 3.13%

20 特民 士業団体 日本水先人会連合会 8 8 0 0.00%

21 特民 年・保・共 消防団員等公務災害補償等共済基金 18 18 － －

22 特民 年・保・共 企業年金連合会 184 179 5 2.72%

23 特民 年・保・共 石炭鉱業年金基金 4 4 － －

24 特民 年・保・共 漁船保険中央会 47 47 － －

25 特民 年・保・共 全国漁業共済組合連合会 34 34 － －

26 特民 事業者 全国農業会議所 66 62 4 6.06%

27 特民 事業者 全国農業協同組合中央会 198 198 0 0.00%

28 特民 事業者 日本商工会議所 107 105 2 1.87%

29 特民 事業者 全国商工会連合会 43 43 － －

30 特民 事業者 全国中小企業団体中央会 59 58 1 1.69%

31 特民 投資育成 東京中小企業投資育成株式会社 69 69 － －

32 特民 投資育成 名古屋中小企業投資育成株式会社 27 27 － －

33 特民 投資育成 大阪中小企業投資育成株式会社 55 55 － －

34 特民 その他 自動車安全運転センタ― 445 445 － －

35 特民 その他 社会保険診療報酬支払基金 4,838 4,838 0 0.00%

36 特民 その他 中央職業能力開発協会 121 120 1 0.83%

37 特民 その他 農林中央金庫 3,289 3,289 － －

13,256 12,350 906 6.83%

38 特別 災害防止 船員災害防止協会 20 14 6 30.00%

39 特別 年・保・共 生命保険契約者保護機構 3 3 － －

40 特別 年・保・共 健康保険組合連合会 111 110 1 0.90%

41 特別 年・保・共 国民年金基金連合会 25 25 0 0.00%

42 特別 事業者 日本証券業協会 347 343 4 1.15%

43 特別 事業者 日本貸金業協会 166 166 0 0.00%

44 特別 事業者 全国土地改良事業団体連合会 24 24 － －

45 特別 事業者 全国食肉業務用卸協同組合連合会 3 3 － －

46 特別 事業者 日本商品先物取引協会 18 18 0 0.00%

47 特別 事業者 全国石油商業組合連合会 40 40 － －

48 特別 その他 損害保険料率算出機構 2,203 2,203 0 0.00%

49 特別 その他 原子力発電環境整備機構 80 80 0 0.00%

3,040 3,029 11 0.36%

16,296 15,379 917 5.63%

計

計

合 計

４ 「職員数」欄には、常勤・非常勤を合わせた全職員数（役員は除く。）を記載し、「常勤」欄、「非常勤」欄には、それぞれ常勤職員、
非常勤職員の人数を記載した。

特別民間法人等における職員数

２ 「区分」欄の略語は、それぞれ以下のものを指す。

① 「特民」：特別の法律により設立される民間法人（特別民間法人）、「特別」：特別の法律により設立される法人（特別法人）

② 「検査･検定」：検査･検定関係法人、「災害防止」：災害防止関係団体、「年・保・共」：年金・保険・共済関係法人、「事業者」：
事業者団体、「投資育成」：投資育成株式会社

３ 原則として平成24年12月１日時点の人数を記載した。

非常勤
の割合

職員数

常勤 非常勤№ 区分 法人名

（注）１ 当省の調査結果による。

－ 184 －




